
新しい中小企業施策について
～令和元年度 中小企業施策の要点～

令和元年7月
中国経済産業局 中小企業課

令和元年度中小企業診断士理論政策更新研修



日本は少子高齢化・人口減少に直面

こうした中で、中小企業・小規模事業者は
３つの大きな構造変化に直面

①経営者の高齢化

②人手不足

③人口減少による弱い内需と過疎化
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構造変化①「経営者の高齢化」その1
 今後10年の間に、70歳(平均引退年齢)を超える中小企業・小規模事業者の経営者は約245万人となり、うち約半数

の127万(日本企業全体の1/3)が後継者未定。
 現状を放置すると、中小企業廃業の急増により、2025年頃までの10年間累計で約650万人の雇用、約22兆円の

GDPが失われる可能性※。
※2025年までに経営者が70歳を越える法人の31%、個人事業者の65%が廃業すると仮定。雇用者は2009年から2014年までの間に廃業した中小企業で雇用されていた従業員数の

平均値(5.13人)、付加価値は2011年度における法人・個人事業主1者あたりの付加価値をそれぞれ使用(法人：6,065万円、個人：526万円)。

平成28年度 (株)帝国データバンクの企業概要ファイルを再編加工

中小企業・小規模事業者の経営者の2025年における年齢

平成28年度総務省「個人企業経済調査」、
平成28年度 (株)帝国データバンクの企業概要ファイルから推計

中小企業の経営者年齢の分布(法人)

20年間で経営者年齢の
山は47歳から66歳へ移動

 特に地方において、事業承継問題は深刻。事業承継問題の解決なくして、地方経済の再生・持続的発展なし。

60歳以上の経営者割合(法人)

(出典)東京商工リサーチのデータを再編・加工
※３カ年以上財務情報があり、黒字の企業におけるデータ

産地における倒産・廃業の理由(複数回答)

(出典)日本総研株式会社委託調査
※全国578の産地を対象にし、263の産地(西陣織 益子焼、川口鋳物等)からの回答を元に調査。

特に地方において経営者の高齢化は深刻 全国各地の産地において後継者不在による倒産・廃業が進展

このうち約半分が
後継者未定
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1 秋田県 66.7%
2 島根県 62.8%
3 佐賀県 60.9%
4 北海道 60.3%
5 茨城県 58.9%

企業数が減少



構造変化①「経営者の高齢化」その２

経営者年齢層毎の売上高

14.4%

21.8%
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43.8%

37.1%

47.2%
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40.9%

31.5%

29.2%

22.4%

11.6%

13.9%

28.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

70歳以上

60歳以上70歳未満

50歳以上60歳未満

40歳以上50歳未満

30歳以上40歳未満

30歳未満

全体

増加 横ばい 減少

（資料）平成2７年度 中小企業庁委託調査

n＝4,857

（資料）平成28年度 東京商工リサーチ調査を再編・加工

黒字
49.1%

赤字
50.9%

休廃業企業における経常黒字比率

n=2,359

 経営者が若返ることにより、企業活力が向上し、生産性向上につながり得る。例えば、
若い経営者層では、売上高が増加する傾向。

 廃業企業の中にも、黒字企業は半数存在。
また、売上高が大きく、地域の中核になっているような企業も、後継者難に直面。

図1 図2
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大企業 中堅企業 中小企業
※各年度の数値は、6月末時点のもの。
（資料）厚生労働省「雇用動向調査」

図３ 未充足求人数の推移

構造変化②「人手不足」その１
 1995年をピークに生産年齢人口は減少の一途。
 女性や高齢者の就業率は上昇しているものの、特に中小企業は過去最高水準の人手
不足に直面しており、70万人超の人手不足が発生、更に拡大。

 人手不足の中にあっては生産性向上が急務であるが、中小企業の生産性は、大企業
と比較して低く、改善もしていない。

未充足求人数（人手不足数）の推移図1
（万人）

企業規模別の労働生産性の推移図２

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

2003 2005 2007 2009 2011 2013 2015 2017

大企業 製造業 大企業 非製造業

中小企業 製造業 中小企業 非製造業

資料：財務省「法人企業統計調査年報」
(注) 1.ここでいう大企業とは資本金10億円以上、中小企業とは資本金1億円未満の企業とする。

2.平成18年度調査以前は付加価値額＝営業純益(営業利益－支払利息等)＋役員給与＋従業員給
与＋福利厚生費＋支払利息等＋動産・不動産賃借料＋租税公課とし、平成19年度調査以降はこれ
に役員賞与、及び従業員賞与を加えたものとする。

(万円)

(年度)
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 人手不足解消には、生産性向上につながる設備投資が必要不可欠。
 足下では設備老朽化等を背景とした維持・更新投資が中心だが、生産性向上につな
がる前向きな投資をより一層促進していく必要。

構造変化②「人手不足」その２

図1：財務省「法人企業統計調査季報」
図2：内閣府・財務省「法人企業景気予測調査」 (注)2017年度の上位5項目を抜粋している。

中小企業の設備投資目的図２中小企業の設備投資図１
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（資料）社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」

（資料）内閣府「地域の経済2015」
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構造変化③「人口減少による弱い内需と過疎化」
 既に南関東以外の地域で人口が減少。更に2020～2025年以降、南関東も含む
日本全地域において人口が減少する見通し。

 対個人サービスをはじめとするサービス業の労働生産性は、人口密度に左右される傾向。
 内需が弱い中にあっては海外需要の獲得も重要であるが、中小企業の輸出企業割合
は、諸外国と比べて低い。

日本の地域別将来推計人口（2045年）図1 人口密度とサービス業の労働生産性図２
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中小企業における輸出企業の割合図３
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（※）EU諸国については、EU域内向けを含む。
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中小企業予算・税制のポイント

①事業承継･再編・統合等による新陳代謝の促進 【30補正 50億円／31当初 74億円(69億円)】
(31当初：1,117億円 30補正：2,634億円）

 「法人」向け事業承継税制の抜本拡充に続き、「個人事
業者」向け事業承継税制を創設。

 第三者への承継支援強化。(支援センターの体制強化、
データベースの抜本拡充）

個人版事業承継税制【創設】
プッシュ型事業承継支援、事業承継補助金 【50億円】＜30補正＞
事業承継に関する適正な助言、マッチング支援【70億円(69億円)】

②生産性向上・人手不足対策 【30補正 1,205億円／31当初 369億円(319億円)】
 「ものづくり・商業・サービス補助金」「持続化補助金」

「IT導入補助金」を一体的に措置。
（「中小企業生産性革命推進事業」)

 「ものづくり・商業・サービス補助金」・「持続化補助金」
の当初予算化を実現。

中小企業生産性革命推進事業【1,100億円】＜30補正＞
ものづくり・商業・サービス高度連携促進事業 【50億円(新規)】(当初)
自治体連携型持続化補助金 【10億円(新規)】(当初)

 平成30年7月豪雨、台風21号等、北海道胆振東部地
震について、グループ補助金や持続化補助金等を措置。

 中小企業の防災・減災対策（強靭化）の支援。

中小企業防災・減災投資促進税制【創設】
中小企業等強靭化対策【15億円】＜30補正＞

● 軽減税率対応(レジ導入補助金の基金を積み増し)
（対象事業の拡大、補助率を２/３→３/４に引上げ等）
 事業者等に対する指導・周知徹底等の転嫁対策、取引適正

化対策
 働き方改革実現に向けた支援(専門家派遣事業の増強、商工

会等の機能強化)
 中小企業の経営指導(経営発達支援計画等)、資金繰り支援

(政策金融・信用保証、マル経）

③災害からの復旧・復興、強靭化 ④経営の下支え、事業環境の整備

税

税

予算

予算

予算

予算

予算

予算



１．事業承継

8



9

事業承継･再編・統合等による新陳代謝の促進
 事業承継のステップ毎にきめ細かな支援を行い、事業承継を引き続き重点的に進める。
 昨年度の税制改正では、法人の事業承継税制を抜本的に拡充。さらに今年度の税制改正にお

いては、個人事業者の事業承継を後押しする新税制を創設した。
中小企業の事業承継を後押しする税制措置が完成。

ステップ①
経営者の
気づき

親族等の経営者
に近い従業員

への承継

第三者
への承継

ステップ② 事業引継ぎ

法 人

個人事業者

事業承継のステップと支援策

・事業承継税制抜本拡充（10年時限）【税】［
支
援
策
］

・
事
業
承
継
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
に
よ
る
プ
ッ
シ
ュ
型
支
援
【
予
算
】

・
認
定
支
援
機
関
に
よ
る
経
営
改
善
計
画
策
定
支
援
【
予
算
】

・個人版事業承継税制の創設
（ 10年時限）【税】

M&Aの支援

前提となる
マッチング

・事業引継ぎ支援センターの体制強化
・データベースの抜本拡充【中小機構】

・事業承継ファンド税制の創設【税】
⇒ ファンド出資の場合も中小企業税制を適用

［支援策］・個人保証の見直しの検討（二重保証問題）

ステップ③
承継後の
チャレンジ
・経営革新
・事業転換
・磨き上げ

・
事
業
承
継
補
助
金

・
も
の
づ
く
り
補
助
金

・
Ｉ
Ｔ
補
助
金

・
持
続
化
補
助
金

等

［支援策］

［支援策］＜事業形態＞

＜引継ぎ手法＞［支援策］



※以上のほか、相続時精算課税制度の適用範囲の拡大及び所要の措置を講じる。

 事業承継の際の贈与税･相続税の納税を猶予する「事業承継税制」を、平成30年4月1日から平成35年3月
31日までに特例承継計画を提出し、平成30年1月1日から平成39年12月31日までに実際に承継を行
う者を対象とし、抜本的に拡充。

拡充（平成30年度）

税制適用の入り口要件を緩和 ～事業承継に係る負担を最小化～

税制適用後のリスクを軽減 ～将来不安を軽減し税制を利用しやすく～

○納税猶予の対象になる株式数には2/3の上限があ
り、相続税の猶予割合は80％。後継者は事業承継
時に多額の贈与税･相続税を納税することがある。

○税制の対象となるのは、一人の先代経営者から一
人の後継者へ贈与･相続される場合のみ。

○対象株式数の上限を撤廃し全株式を適用可能に。また、
納税猶予割合も100％に拡大することで、承継時の税負
担ゼロに。

○親族外を含む複数の株主から、代表者である後継者
（最大3人）への承継も対象に。中小企業経営の実状に
合わせた、多様な事業承継を支援。

○税制の適用後、5年間で平均8割以上の雇用を維持
できなければ猶予打切り。人手不足の中、雇用要
件は中小企業にとって大きな負担。

○後継者が自主廃業や売却を行う際、経営環境の変
化により株価が下落した場合でも、承継時の株価
を基に贈与･相続税が課税されるため、過大な税
負担が生じうる。

○5年間で平均8割以上の雇用要件を未達成の場合でも、
猶予を継続可能に（経営悪化等が理由の場合、認定支
援機関の指導助言が必要）。

○売却額や廃業時の評価額を基に納税額を計算し、承継
時の株価を基に計算された納税額との差額を減免。経
営環境の変化による将来の不安を軽減。

改正後改正前

改正後改正前

10

法人版事業承継税制①



法人版事業承継税制②
 拡充前は、11年間（平成20年度～30年度）で2500件の利用だったが、拡充後は、

昨年4月から今年4月までの13ヶ月間で、既に3260件の申請がなされている。

11

拡充前は、11年間（平成20年度～30年度）で2500件の利用だったが、
拡充後は、昨年4月から今年4月までの13ヶ月間で、既に3260件の申請がなされている。
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拡充前の事業承継税制（平成29年） 拡充後の事業承継税制（平成30・31年）

〇法人版事業承継税制の申請件数
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法人版事業承継税制③

※１推定相続税額の算出は、土地は小規模宅地特例を適用（▲80％）し、建物
は固定資産税評価額と仮定。自社株は長女、その他は配偶者が相続したものと仮定。
※２推定贈与税は、長女が自社株を暦年課税により取得したものと仮定。
(参考)一般措置
相続税額：2,509万円の軽減
推定贈与税額：6,829万円の軽減

・積極的に設備投資したいが、納税の必要性から、積極的に資金を事
業に回すことをためらっている。
・自分の年齢を考えると、５年後までには長女に承継したいと考えている
が、税負担が生じ多額の現金が必要であるため、事業の承継を躊躇
している。

創業：昭和３８年
代表者の年齢：５８歳
従業員数：4名（配偶者、第三者）
家族：配偶者1人、子1人（長女)
後継者候補：長女

【ヒアリング内容】

【資産構成】

〇事業承継税制の効果

税制適用

自社株にかかる
相続税額※１

自社株にかかる
推定贈与税額※２

4,735万円 １億244万円

自社株
50.9％

(1億9,900万円)
土地

24.8％
（9,714万円）

建物
20.5％

（8,000万円）

現金預金
3.8％

（1,500万円）
納税猶予の対象
となる自社株式

プラスチック製造業の例

税負担０円で承継が可能



新設（平成31年度）

改正概要

注１：制度を活用するためには、 ①経営承継円滑化法に基づく認定が必要
②平成31年度から５年以内に、予め承継計画を提出することが必要

注２：既存の事業用小規模宅地特例との選択制

 個人事業者についても、円滑な世代交代を通じた事業の持続的な発展の確保が喫緊の課題となっ
ていることを踏まえ、個人事業者の事業承継を促進するため、10年間限定で、多様な事業用資
産の承継に係る相続税・贈与税を100％納税猶予する「個人版事業承継税制」を創設。

④ 10年間の時限措置

③ 納税額の全額（100％）が納税猶予

② 相続税だけでなく贈与税も対象

【診療機器】

① 多様な事業用資産が対象

事業を行うために必要な多様な事業用資産が対象
○土地・建物（土地は400㎡、建物は800㎡まで）
○機械・器具備品

（例）工作機械・パワーショベル・診療機器 等
○車両・運搬具
○生物（乳牛等、果樹等）
○無形償却資産（特許権等）
等

【工作機械】

生前贈与による早期の事業承継準備を支援

平成31年1月1日～平成40年12月31日の間
に行われる相続・贈与が対象

後継者の承継時の現金負担をゼロに

13

個人版事業承継税制①



個人版事業承継税制②
従業員数：９人
家族：子1人

推定相続税額 推定贈与税額
1,040万円 4,469万円

従業員数：5人
家族：子1人

土地・建物 3,948万円 機械・器具備品 5,452万円
洗車機ガソリン

給油機 射出成形機 粉砕機
6,106万円

税負担０円で承継が可能

土地・建物 機械・器具備品 1,634万円

従業員数：3人
家族：子1人

土地・建物 2,800万円 生物
3,300万円

機械・器具備品
600万円

酪農家の事例

新税制適用

推定相続税額 推定贈与税額
420万円 2,984万円

税負担０円で承継が可能

推定相続税額 推定贈与税額

628万円 3,556万円

税負担０円で承継が可能

推定相続税額 推定贈与税額
365万円 2,803万円

税負担０円で承継が可能

従業員数：13人
家族：子１人

新税制適用

新税制適用

新税制適用

事業用資産 9,400万円

事業用資産 6,700万円

事業用資産 7,740万円

事業用資産 6,370万円

ガソリンスタンドの事例

医療の事例

プラスチック製造業の事例

乳牛 搾乳機械

土地・建物 4,030万円 機械・器具備品 2,340万円
診療ユニット
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法人の事業承継税制の拡充気付きの機会の提供

うち、親族内
28%

うち、

社内人材
13%

うち、社外人材
1%

後継者候補

はいる
27%

後継者候補も

いない、未定
31%

事業承継支援策の全体像

①対象株式等の上限の撤廃
②対象者の拡大
③雇用要件の抜本的見直し
④売却･廃業時の減免制度の創設

事業者の身近にいる金融機関、士業等専門
家が経営者に働きかけ、プッシュ型事業承継
診断を徹底実施(年５万者)し、専門家を派
遣する費用等を支援

中小企業の後継者選定状況

2016年東京商工リサーチへの委託事業（再編・加工）

後継者が
決まっていない

58.4%

後継者が
決まっている

41.6%

n=4,036

マッチングの支援

平成30年度税制改正において、
法人の事業承継税制の以下の要
件を、10年限定で抜本拡充

個人版事業承継税制の創設
 平成31年度税制改正において、

10年間限定の措置として、個人事
業者の事業承継を促進するため、
土地、建物、機械・器具備品等の
承継に係る相続税・贈与税の
100％納税猶予制度を創設

年間1千～2千件のマッチングが実現できる
よう、専門家の増員等、「事業引継ぎ支援
センター」の体制を強化

事業引継ぎ支援データベースを、平成31年
度から抜本拡充

中小機構出資の事業承継ファンドから出資
を受けた中小企業に対する特例措置を創
設予定（平成31年度税制改正）

第三者承継を後押しするため、Ｍ＆Ａに係
る登録免許税、不動産取得税を減免（平
成30年度税制改正）

事業承継支援策の全体像

 後継者が決まっている事業者には税制措置等による支援を、決まっていない事業者には気付きの機会
の提供、マッチング支援等により後継者探しを支援。加えて、事業承継後のチャレンジも支援。

 こうした切れ目のない事業承継支援策を、今後10年で集中して実施することとしている。

事業承継補助金
 事業承継やＭ＆Ａを通じた事業引継ぎを契機として、経営革新や事業転換に取り組む中小企業の設備投資等を支援する

事業承継後のチャレンジ支援
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事業承継ネットワークの概要

構成メンバーと支援スキーム

 早期・計画的な事業承継の準備に対する経営者の「気付き」を促すため、都道府県単位で、商工会・商工会議所、
金融機関等の身近な支援機関から構成される「事業承継ネットワーク」を構築する事業を平成29年度から開始。

 「プッシュ型」の「事業承継診断」により、経営者の事業承継に係る悩み、課題、ニーズを掘り起こし、適切な支援機
関に取り次ぐとともに、必要に応じて地域の専門家による支援も実施。

都道府県、市区町村
地域の事業承継支援策の立案・とりまとめ

中小機構地域本部
診断の方法等、

支援機関への研修等を実施

事業引継ぎ支援センター
Ｍ＆Ａ案件をフォローして支援

信用保証協会
連携して金融支援

経済産業局・財務局
施策情報の提供等

中小企業

金融機関、商工会・商工会議所、中央会、顧問先を有する士業専門家等

具体的事例

①事業承継診断実施の指示・スキルアップ

事業承継ネットワーク事務局
ネットワーク会議の開催等、連携体のとりまとめ、

専門家育成や専門家リストの作成、
専門家派遣の実施

事業責任者：承継Co

よろず支援拠点・
再生支援協議会等
連携して再生支援

③具体的な支援の実施

静岡県：地域一体となった支援の仕組み作り
・静岡県では、平成29年度から精力的に事業承継診断を実施。
・加えて、ケースワークを通じた、現場での事業承継支援スキルを習得
する研修会を開催し、構成機関のスキルアップを図った。

・更に、事業承継診断後の支援のために、事業承継の専門家リスト
を作成し支援体制を構築した。

・平成30年度は、県内全ての企業が相談できるよう、県内全ての
商工会、商工会議所で定期的に相談会を実施。
すでに12月末時点で330件を超える相談に
対応。

・今後は引き続き相談会を実施するほか、具体的
に事業承継が進むよう専門家派遣等の具体的
支援により県内の事業承継問題に対応する。

愛知県：トライアル支援による地域独自の支援体制の構築
・愛知県では、平成29年度「事業承継診断マニュアル」の作成、
「事業承継診断説明会」を経て、事業承継診断を開始。

・事業承継診断後、企業のニーズに応じて事業承継計画の策定などを
行うトライアル支援を実施。

・「トライアルコーディネーター」総括の下、士業団体から推薦された専門家
及び顧問税理士、商工会経営指導員などの支援機関職員がチームを
組み、企業の事業承継課題に対する支援を実施。

・平成29年度はトライアル支援を5社実施したが、そのノウハウを活かし、
平成30年度は80社実施することとし、更なるニーズに沿った支援を
展開している。 16

②事業承継診断

取次ぎ

※この金融機関等が、事業承継診断を行った中小企業に対して、必要に応じて
直接支援を行う。



事業承継ネットワークの実施状況
 平成30年度は、県独自で取り組む3県を含め、47都道府県に拡大して実施しており、平成30年4月～平成31年

1月末までに、131,589件の事業承継診断を実施した。

【平成30年度】
国の予算を活用しない都府県

※山形県は１０月から国の予算を活用

17

地域事務局 参画
機関数

診断件数
（４月～１月末）

北海道中小企業総合支援センター 321 1,631
21あおもり産業総合支援センター 27 851

盛岡商工会議所 26 822
みやぎ産業振興機構 109 1,072

秋田県商工会連合会 46 1,043
山形県企業振興公社 54 1,665

福島県中小企業団体中央会 142 3,387
水戸商工会議所 34 5,518

宇都宮商工会議所 123 2,428
群馬県産業支援機構 120 8,232

さいたま商工会議所 26 9,371
千葉県商工会議所連合会 108 2,436

神奈川産業振興センター 117 7,168
にいがた産業創造機構 61 850

富山県新世紀産業機構 71 1,190
石川産業創出支援機構 79 1,074

ふくい産業支援センター 66 2,841
長野県中小企業振興センター 136 1,813

岐阜県商工会連合会 89 3,938
静岡県産業振興財団　静岡商工会議所 90 5,069

あいち産業振興機構 147 4,926
三重県産業支援センター 29 2,329

大津商工会議所 45 2,580
大阪産業振興機構 126 15,966

ひょうご産業活性化センター 84 7,081
奈良県地域産業振興センター 74 918

和歌山商工会議所 58 3,695
鳥取県産業振興機構 62 285

松江商工会議所 97 763
岡山県産業振興財団 91 1,326

地域事務局 参画
機関数

診断件数
（４月～１月末）

広島商工会議所 126 2,823
やまぐち産業振興財団 60 1,223

徳島商工会議所 53 859
かがわ産業支援財団 36 756
えひめ産業振興財団 40 2,091

高知商工会議所 30 1,376
福岡商工会議所 169 2,890
佐賀商工会議所 73 3,493
長崎商工会議所 139 706
熊本商工会議所 33 958

大分県商工会連合会 35 4,733
宮崎商工会議所 48 927

かごしま産業支援センター 30 1,140
那覇商工会議所 21 689

事務局　計 3,551 126,932

診断件数（４月～1月末）
東京都 3,328
山梨県 1,043
京都府 286
合計 4,657



【都道府県別】社長の平均年齢（2017年）

出典：帝国データバンク 全国社長年齢分析（2018年）

都道府県 平均年齢 都道府県 平均年齢
1 北海道 60.2 25 滋賀県 58.5
2 青森県 61.0 26 京都府 59.3
3 岩手県 61.6 27 大阪府 58.6
4 宮城県 60.0 28 兵庫県 59.0
5 秋田県 61.4 29 奈良県 59.1
6 山形県 60.8 30 和歌山県 59.6
7 福島県 59.9 31 鳥取県 60.0
8 茨城県 60.2 32 島根県 61.0
9 栃木県 60.0 33 岡山県 58.9
10 群馬県 59.7 34 広島県 59.3
11 埼玉県 59.7 35 山口県 59.7
12 千葉県 60.0 36 徳島県 59.9
13 東京都 59.1 37 香川県 59.5
14 神奈川県 60.3 38 愛媛県 59.2
15 山梨県 60.2 39 高知県 60.9
16 長野県 60.4 40 福岡県 59.0
17 新潟県 60.5 41 佐賀県 59.8
18 富山県 59.9 42 長崎県 60.5
19 石川県 58.9 43 熊本県 59.5
20 福井県 59.8 44 大分県 59.4
21 岐阜県 59.1 45 宮崎県 59.3
22 静岡県 60.1 46 鹿児島県 60.0
23 愛知県 58.6 47 沖縄県 58.8
24 三重県 58.3 59.5全体

順位 都道府県 不在率 不在率 順位 順位 都道府県 不在率 不在率 順位 順位 都道府県 不在率 不在率 順位
1 沖縄県 84.3% 86.2% 1 17 岐阜県 67.6% 66.5% 19 33 愛媛県 60.9% 59.0% 32

2 山口県 76.4% 75.7% 2 18 大分県 67.3% 67.4% 17 34 静岡県 59.1% 58.8% 33

3 北海道 74.0% 74.0% 4 19 千葉県 67.2% 65.3% 20 35 高知県 56.7% 54.1% 37

4 神奈川県 74.0% 72.6% 6 20 滋賀県 67.1% 69.4% 13 36 富山県 56.6% 54.2% 36

5 広島県 73.4% 74.7% 3 21 岩手県 66.1% 64.8% 24 37 福井県 56.1% 55.7% 35

6 鳥取県 72.6% 73.2% 5 22 福岡県 65.9% 65.1% 22 38 青森県 56.0% 53.3% 38

7 島根県 72.4% 72.2% 9 23 群馬県 65.6% 63.8% 25 39 茨城県 51.2% 50.7% 40

8 埼玉県 71.3% 71.6% 10 24 長野県 65.2% 64.9% 23 40 石川県 50.4% 52.6% 39

9 愛知県 71.1% 70.2% 12 25 兵庫県 64.3% 65.2% 21 41 熊本県 48.9% 45.7% 42

10 大阪府 71.0% 72.3% 7 26 福島県 63.9% 61.6% 30 42 鹿児島県 48.1% 49.2% 41

11 京都府 69.9% 70.5% 11 27 山形県 63.6% 63.6% 27 43 宮崎県 46.1% 41.3% 45

12 山梨県 69.6% 68.8% 14 28 長崎県 63.0% 63.0% 28 44 徳島県 45.0% 44.2% 43

13 三重県 68.7% 67.2% 18 29 岡山県 62.5% 62.3% 29 45 香川県 43.5% 42.5% 44

14 秋田県 68.6% 72.2% 8 30 奈良県 62.5% 60.3% 31 46 和歌山県 42.7% 37.8% 47

15 東京都 68.2% 67.5% 16 31 栃木県 61.8% 63.7% 26 47 佐賀県 41.5% 39.6% 46

16 宮城県 67.7% 68.2% 15 32 新潟県 61.8% 58.4% 34 66.5% 61.1%

2016年（前回）2017年 2017年 2016年（前回） 2017年 2016年（前回）

全体

【都道府県別】後継者不在率全国順位（2017年）

出典：帝国データバンク 後継者問題に関する実態調査（201７年）

（参考）
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Sheet1

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ

				1		沖縄県		2,441		338		2,103		86.2%				17		大分県		2,226		725		1,501		67.4%				33		静岡県		8,003		3,296		4,707		58.8%

				2		山口県		2,746		666		2,080		75.7%				18		三重県		3,370		1,104		2,266		67.2%				34		新潟県		4,829		2,009		2,820		58.4%

				3		広島県		6,330		1,604		4,726		74.7%				19		岐阜県		3,923		1,313		2,610		66.5%				35		福井県		2,265		1,003		1,262		55.7%

				4		北海道		12,462		3,239		9,223		74.0%				20		千葉県		8,687		3,016		5,671		65.3%				36		富山県		2,568		1,177		1,391		54.2%

				5		鳥取県		1,053		282		771		73.2%				21		兵庫県		9,645		3,360		6,285		65.2%				37		高知県		1,400		643		757		54.1%

				6		神奈川県		14,242		3,902		10,340		72.6%				22		福岡県		11,019		3,841		7,178		65.1%				38		青森県		2,474		1,156		1,318		53.3%

				7		大阪府		26,972		7,479		19,493		72.3%				23		長野県		5,403		1,898		3,505		64.9%				39		石川県		2,775		1,316		1,459		52.6%

				8		秋田県		1,850		514		1,336		72.2%				24		岩手県		2,230		785		1,445		64.8%				40		茨城県		5,053		2,489		2,564		50.7%

				9		島根県		1,129		314		815		72.2%				25		群馬県		4,376		1,586		2,790		63.8%				41		鹿児島県		2,662		1,351		1,311		49.2%

				10		埼玉県		12,107		3,438		8,669		71.6%				26		栃木県		3,548		1,288		2,260		63.7%				42		熊本県		3,050		1,657		1,393		45.7%

				11		京都府		5,610		1,654		3,956		70.5%				27		山形県		2,316		842		1,474		63.6%				43		徳島県		1,395		778		617		44.2%

				12		愛知県		16,906		5,046		11,860		70.2%				28		長崎県		2,163		800		1,363		63.0%				44		香川県		2,159		1,241		918		42.5%

				13		滋賀県		2,297		704		1,593		69.4%				29		岡山県		4,499		1,694		2,805		62.3%				45		宮崎県		2,319		1,361		958		41.3%

				14		山梨県		2,124		663		1,461		68.8%				30		福島県		4,010		1,538		2,472		61.6%				46		佐賀県		1,558		941		617		39.6%

				15		宮城県		4,857		1,543		3,314		68.2%				31		奈良県		2,033		808		1,225		60.3%				47		和歌山県		1,806		1,123		683		37.8%

				16		東京都		60,412		19,618		40,794		67.5%				32		愛媛県		2,635		1,081		1,554		59.0%						全国 ゼンコク		289,937		98,224		191,713		66.1%





				37		高知県		1,400		643		757		54.1%

				38		青森県		2,474		1,156		1,318		53.3%

				39		石川県		2,775		1,316		1,459		52.6%

				40		茨城県		5,053		2,489		2,564		50.7%

				41		鹿児島県		2,662		1,351		1,311		49.2%

				42		熊本県		3,050		1,657		1,393		45.7%

				43		徳島県		1,395		778		617		44.2%

				44		香川県		2,159		1,241		918		42.5%

				45		宮崎県		2,319		1,361		958		41.3%

				46		佐賀県		1,558		941		617		39.6%

				47		和歌山県		1,806		1,123		683		37.8%

						全国 ゼンコク		200,189		65,060		135,129		61.9%





Sheet1 (2)



				【都道府県別】 後継者不在率ランキング（2016年3月）																		【都道府県別】 後継者不在率ランキング																																				【都道府県別】社長の平均年齢（2017年） トドウフケン ベツ シャチョウ ヘイキン ネンレイ ネン

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン						企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ						2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ						2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ								都道府県 トドウフケン		平均年齢 ヘイキン ネンレイ						都道府県 トドウフケン		平均年齢 ヘイキン ネンレイ

				1		沖縄県		84.3%		1		2,441		338		2,103		86.2%				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				1		北海道		60.2				25		滋賀県		58.5

				2		山口県		76.4%		2		2,746		666		2,080		75.7%				1		沖縄県		84.3%		86.2%		1				17		岐阜県		67.6%		66.5%		19				33		愛媛県		60.9%		59.0%		32				2		青森県		61.0				26		京都府 キョウトフ		59.3

				3		広島県		73.4%		5		6,330		1,604		4,726		74.7%				2		山口県		76.4%		75.7%		2				18		大分県		67.3%		67.4%		17				34		静岡県		59.1%		58.8%		33				3		岩手県		61.6				27		大阪府		58.6

				4		北海道		74.0%		3		12,462		3,239		9,223		74.0%				3		北海道		74.0%		74.0%		4				19		千葉県		67.2%		65.3%		20				35		高知県		56.7%		54.1%		37				4		宮城県		60.0				28		兵庫県		59.0

				5		鳥取県		72.6%		6		1,053		282		771		73.2%				4		神奈川県		74.0%		72.6%		6				20		滋賀県		67.1%		69.4%		13				36		富山県		56.6%		54.2%		36				5		秋田県		61.4				29		奈良県		59.1

				6		神奈川県		74.0%		4		14,242		3,902		10,340		72.6%				5		広島県		73.4%		74.7%		3				21		岩手県		66.1%		64.8%		24				37		福井県		56.1%		55.7%		35				6		山形県 ヤマガタ ケン		60.8				30		和歌山県		59.6

				7		大阪府		71.0%		10		26,972		7,479		19,493		72.3%				6		鳥取県		72.6%		73.2%		5				22		福岡県		65.9%		65.1%		22				38		青森県		56.0%		53.3%		38				7		福島県		59.9				31		鳥取県		60.0

				8		秋田県		68.6%		14		1,850		514		1,336		72.2%				7		島根県		72.4%		72.2%		9				23		群馬県		65.6%		63.8%		25				39		茨城県		51.2%		50.7%		40				8		茨城県		60.2				32		島根県		61.0

				9		島根県		72.4%		7		1,129		314		815		72.2%				8		埼玉県		71.3%		71.6%		10				24		長野県		65.2%		64.9%		23				40		石川県		50.4%		52.6%		39				9		栃木県		60.0				33		岡山県		58.9

				10		埼玉県		71.3%		8		12,107		3,438		8,669		71.6%				9		愛知県		71.1%		70.2%		12				25		兵庫県		64.3%		65.2%		21				41		熊本県		48.9%		45.7%		42				10		群馬県		59.7				34		広島県		59.3

				11		京都府		69.9%		11		5,610		1,654		3,956		70.5%				10		大阪府		71.0%		72.3%		7				26		福島県		63.9%		61.6%		30				42		鹿児島県		48.1%		49.2%		41				11		埼玉県		59.7				35		山口県		59.7

				12		愛知県		71.1%		9		16,906		5,046		11,860		70.2%				11		京都府		69.9%		70.5%		11				27		山形県		63.6%		63.6%		27				43		宮崎県		46.1%		41.3%		45				12		千葉県		60.0				36		徳島県		59.9

				13		滋賀県		67.1%		20		2,297		704		1,593		69.4%				12		山梨県		69.6%		68.8%		14				28		長崎県		63.0%		63.0%		28				44		徳島県		45.0%		44.2%		43				13		東京都 トウキョウト		59.1				37		香川県		59.5

				14		山梨県		69.6%		12		2,124		663		1,461		68.8%				13		三重県		68.7%		67.2%		18				29		岡山県		62.5%		62.3%		29				45		香川県		43.5%		42.5%		44				14		神奈川県		60.3				38		愛媛県		59.2

				15		宮城県		67.7%		16		4,857		1,543		3,314		68.2%				14		秋田県		68.6%		72.2%		8				30		奈良県		62.5%		60.3%		31				46		和歌山県		42.7%		37.8%		47				15		山梨県 ヤマナシケン		60.2				39		高知県		60.9

				16		東京都		68.2%		15		60,412		19,618		40,794		67.5%				15		東京都		68.2%		67.5%		16				31		栃木県		61.8%		63.7%		26				47		佐賀県		41.5%		39.6%		46				16		長野県		60.4				40		福岡県		59.0

				17		大分県		67.3%		18		2,226		725		1,501		67.4%				16		宮城県		67.7%		68.2%		15				32		新潟県		61.8%		58.4%		34				全体 ゼンタイ				66.5%		61.1%						17		新潟県		60.5				41		佐賀県		59.8

				18		三重県		68.7%		13		3,370		1,104		2,266		67.2%																																				出典：帝国データバンク後継者問題に関する実態調査（201７年） シュッテン テイコク コウケイシャ モンダイ カン ジッタイ チョウサ ネン				18		富山県		59.9				42		長崎県		60.5

				19		岐阜県		67.6%		17		3,923		1,313		2,610		66.5%																																								19		石川県		58.9				43		熊本県		59.5

				20		千葉県		67.2%		19		8,687		3,016		5,671		65.3%																																								20		福井県		59.8				44		大分県		59.4

				21		兵庫県		64.3%		25		9,645		3,360		6,285		65.2%																																								21		岐阜県		59.1				45		宮崎県		59.3

				22		福岡県		65.9%		22		11,019		3,841		7,178		65.1%																																								22		静岡県 シズオカケン		60.1				46		鹿児島県		60.0

				23		長野県		65.2%		24		5,403		1,898		3,505		64.9%																																								23		愛知県		58.6				47		沖縄県		58.8

				24		岩手県		66.1%		21		2,230		785		1,445		64.8%																																								24		三重県		58.3				全体 ゼンタイ				59.5

				25		群馬県		65.6%		23		4,376		1,586		2,790		63.8%																																												出典：帝国データバンク 全国社長年齢分析（2018年） シュッテン テイコク ゼンコク シャチョウ ネンレイ ブンセキ ネン

				26		栃木県		61.8%		31		3,548		1,288		2,260		63.7%

				27		山形県		63.6%		27		2,316		842		1,474		63.6%

				28		長崎県		63.0%		28		2,163		800		1,363		63.0%

				29		岡山県		62.5%		29		4,499		1,694		2,805		62.3%

				30		福島県		63.9%		26		4,010		1,538		2,472		61.6%

				31		奈良県		62.5%		30		2,033		808		1,225		60.3%

				32		愛媛県		60.9%		33		2,635		1,081		1,554		59.0%

				33		静岡県		59.1%		34		8,003		3,296		4,707		58.8%

				34		新潟県		61.8%		32		4,829		2,009		2,820		58.4%

				35		福井県		56.1%		37		2,265		1,003		1,262		55.7%

				36		富山県		56.6%		36		2,568		1,177		1,391		54.2%

				37		高知県		56.7%		35		1,400		643		757		54.1%

				38		青森県		56.0%		38		2,474		1,156		1,318		53.3%

				39		石川県		50.4%		40		2,775		1,316		1,459		52.6%

				40		茨城県		51.2%		39		5,053		2,489		2,564		50.7%

				41		鹿児島県		48.1%		42		2,662		1,351		1,311		49.2%

				42		熊本県		48.9%		41		3,050		1,657		1,393		45.7%

				43		徳島県		45.0%		44		1,395		778		617		44.2%

				44		香川県		43.5%		45		2,159		1,241		918		42.5%

				45		宮崎県		46.1%		43		2,319		1,361		958		41.3%

				46		佐賀県		41.5%		47		1,558		941		617		39.6%

				47		和歌山県		42.7%		46		1,806		1,123		683		37.8%

						全国 ゼンコク		62.8%				289,937		98,224		191,713		62.2%














Sheet1

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ

				1		沖縄県		2,441		338		2,103		86.2%				17		大分県		2,226		725		1,501		67.4%				33		静岡県		8,003		3,296		4,707		58.8%

				2		山口県		2,746		666		2,080		75.7%				18		三重県		3,370		1,104		2,266		67.2%				34		新潟県		4,829		2,009		2,820		58.4%

				3		広島県		6,330		1,604		4,726		74.7%				19		岐阜県		3,923		1,313		2,610		66.5%				35		福井県		2,265		1,003		1,262		55.7%

				4		北海道		12,462		3,239		9,223		74.0%				20		千葉県		8,687		3,016		5,671		65.3%				36		富山県		2,568		1,177		1,391		54.2%

				5		鳥取県		1,053		282		771		73.2%				21		兵庫県		9,645		3,360		6,285		65.2%				37		高知県		1,400		643		757		54.1%

				6		神奈川県		14,242		3,902		10,340		72.6%				22		福岡県		11,019		3,841		7,178		65.1%				38		青森県		2,474		1,156		1,318		53.3%

				7		大阪府		26,972		7,479		19,493		72.3%				23		長野県		5,403		1,898		3,505		64.9%				39		石川県		2,775		1,316		1,459		52.6%

				8		秋田県		1,850		514		1,336		72.2%				24		岩手県		2,230		785		1,445		64.8%				40		茨城県		5,053		2,489		2,564		50.7%

				9		島根県		1,129		314		815		72.2%				25		群馬県		4,376		1,586		2,790		63.8%				41		鹿児島県		2,662		1,351		1,311		49.2%

				10		埼玉県		12,107		3,438		8,669		71.6%				26		栃木県		3,548		1,288		2,260		63.7%				42		熊本県		3,050		1,657		1,393		45.7%

				11		京都府		5,610		1,654		3,956		70.5%				27		山形県		2,316		842		1,474		63.6%				43		徳島県		1,395		778		617		44.2%

				12		愛知県		16,906		5,046		11,860		70.2%				28		長崎県		2,163		800		1,363		63.0%				44		香川県		2,159		1,241		918		42.5%

				13		滋賀県		2,297		704		1,593		69.4%				29		岡山県		4,499		1,694		2,805		62.3%				45		宮崎県		2,319		1,361		958		41.3%

				14		山梨県		2,124		663		1,461		68.8%				30		福島県		4,010		1,538		2,472		61.6%				46		佐賀県		1,558		941		617		39.6%

				15		宮城県		4,857		1,543		3,314		68.2%				31		奈良県		2,033		808		1,225		60.3%				47		和歌山県		1,806		1,123		683		37.8%

				16		東京都		60,412		19,618		40,794		67.5%				32		愛媛県		2,635		1,081		1,554		59.0%						全国 ゼンコク		289,937		98,224		191,713		66.1%





				37		高知県		1,400		643		757		54.1%

				38		青森県		2,474		1,156		1,318		53.3%

				39		石川県		2,775		1,316		1,459		52.6%

				40		茨城県		5,053		2,489		2,564		50.7%

				41		鹿児島県		2,662		1,351		1,311		49.2%

				42		熊本県		3,050		1,657		1,393		45.7%

				43		徳島県		1,395		778		617		44.2%

				44		香川県		2,159		1,241		918		42.5%

				45		宮崎県		2,319		1,361		958		41.3%

				46		佐賀県		1,558		941		617		39.6%

				47		和歌山県		1,806		1,123		683		37.8%

						全国 ゼンコク		200,189		65,060		135,129		61.9%





Sheet1 (2)



				【都道府県別】 後継者不在率ランキング（2016年3月）																		【都道府県別】 後継者不在率ランキング																																				【都道府県別】社長の平均年齢（2017年） トドウフケン ベツ シャチョウ ヘイキン ネンレイ ネン

				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン						企業数 キギョウスウ		後継者あり コウケイシャ		後継者なし コウケイシャ		不在率 フザイ リツ				2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ						2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ						2017年 ネン						2016年（前回） ネン ゼンカイ						企業数 キギョウスウ		都道府県 トドウフケン		平均年齢 ヘイキン ネンレイ						都道府県 トドウフケン		平均年齢 ヘイキン ネンレイ						都道府県 トドウフケン		平均年齢 ヘイキン ネンレイ

				1		沖縄県		84.3%		1		2,441		338		2,103		86.2%				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				順位 ジュンイ		都道府県 トドウフケン		不在率 フザイ リツ		不在率 フザイ リツ		順位 ジュンイ				1		北海道		60.2				17		新潟県		60.5				33		岡山県		58.9

				2		山口県		76.4%		2		2,746		666		2,080		75.7%				1		沖縄県		84.3%		86.2%		1				17		岐阜県		67.6%		66.5%		19				33		愛媛県		60.9%		59.0%		32				2		青森県		61.0				18		富山県		59.9				34		広島県		59.3

				3		広島県		73.4%		5		6,330		1,604		4,726		74.7%				2		山口県		76.4%		75.7%		2				18		大分県		67.3%		67.4%		17				34		静岡県		59.1%		58.8%		33				3		岩手県		61.6				19		石川県		58.9				35		山口県		59.7

				4		北海道		74.0%		3		12,462		3,239		9,223		74.0%				3		北海道		74.0%		74.0%		4				19		千葉県		67.2%		65.3%		20				35		高知県		56.7%		54.1%		37				4		宮城県		60.0				20		福井県		59.8				36		徳島県		59.9

				5		鳥取県		72.6%		6		1,053		282		771		73.2%				4		神奈川県		74.0%		72.6%		6				20		滋賀県		67.1%		69.4%		13				36		富山県		56.6%		54.2%		36				5		秋田県		61.4				21		岐阜県		59.1				37		香川県		59.5

				6		神奈川県		74.0%		4		14,242		3,902		10,340		72.6%				5		広島県		73.4%		74.7%		3				21		岩手県		66.1%		64.8%		24				37		福井県		56.1%		55.7%		35				6		山形県 ヤマガタ ケン		60.8				22		静岡県 シズオカケン		60.1				38		愛媛県		59.2

				7		大阪府		71.0%		10		26,972		7,479		19,493		72.3%				6		鳥取県		72.6%		73.2%		5				22		福岡県		65.9%		65.1%		22				38		青森県		56.0%		53.3%		38				7		福島県		59.9				23		愛知県		58.6				39		高知県		60.9

				8		秋田県		68.6%		14		1,850		514		1,336		72.2%				7		島根県		72.4%		72.2%		9				23		群馬県		65.6%		63.8%		25				39		茨城県		51.2%		50.7%		40				8		茨城県		60.2				24		三重県		58.3				40		福岡県		59.0

				9		島根県		72.4%		7		1,129		314		815		72.2%				8		埼玉県		71.3%		71.6%		10				24		長野県		65.2%		64.9%		23				40		石川県		50.4%		52.6%		39				9		栃木県		60.0				25		滋賀県		58.5				41		佐賀県		59.8

				10		埼玉県		71.3%		8		12,107		3,438		8,669		71.6%				9		愛知県		71.1%		70.2%		12				25		兵庫県		64.3%		65.2%		21				41		熊本県		48.9%		45.7%		42				10		群馬県		59.7				26		京都府 キョウトフ		59.3				42		長崎県		60.5

				11		京都府		69.9%		11		5,610		1,654		3,956		70.5%				10		大阪府		71.0%		72.3%		7				26		福島県		63.9%		61.6%		30				42		鹿児島県		48.1%		49.2%		41				11		埼玉県		59.7				27		大阪府		58.6				43		熊本県		59.5

				12		愛知県		71.1%		9		16,906		5,046		11,860		70.2%				11		京都府		69.9%		70.5%		11				27		山形県		63.6%		63.6%		27				43		宮崎県		46.1%		41.3%		45				12		千葉県		60.0				28		兵庫県		59.0				44		大分県		59.4

				13		滋賀県		67.1%		20		2,297		704		1,593		69.4%				12		山梨県		69.6%		68.8%		14				28		長崎県		63.0%		63.0%		28				44		徳島県		45.0%		44.2%		43				13		東京都 トウキョウト		59.1				29		奈良県		59.1				45		宮崎県		59.3

				14		山梨県		69.6%		12		2,124		663		1,461		68.8%				13		三重県		68.7%		67.2%		18				29		岡山県		62.5%		62.3%		29				45		香川県		43.5%		42.5%		44				14		神奈川県		60.3				30		和歌山県		59.6				46		鹿児島県		60.0

				15		宮城県		67.7%		16		4,857		1,543		3,314		68.2%				14		秋田県		68.6%		72.2%		8				30		奈良県		62.5%		60.3%		31				46		和歌山県		42.7%		37.8%		47				15		山梨県 ヤマナシケン		60.2				31		鳥取県		60.0				47		沖縄県		58.8

				16		東京都		68.2%		15		60,412		19,618		40,794		67.5%				15		東京都		68.2%		67.5%		16				31		栃木県		61.8%		63.7%		26				47		佐賀県		41.5%		39.6%		46				16		長野県		60.4				32		島根県		61.0				全体 ゼンタイ				59.5

				17		大分県		67.3%		18		2,226		725		1,501		67.4%				16		宮城県		67.7%		68.2%		15				32		新潟県		61.8%		58.4%		34				全体 ゼンタイ				66.5%		61.1%																		出典：帝国データバンク 全国社長年齢分析（2018年） シュッテン テイコク ゼンコク シャチョウ ネンレイ ブンセキ ネン

				18		三重県		68.7%		13		3,370		1,104		2,266		67.2%																																				出典：帝国データバンク後継者問題に関する実態調査（201７年） シュッテン テイコク コウケイシャ モンダイ カン ジッタイ チョウサ ネン

				19		岐阜県		67.6%		17		3,923		1,313		2,610		66.5%

				20		千葉県		67.2%		19		8,687		3,016		5,671		65.3%

				21		兵庫県		64.3%		25		9,645		3,360		6,285		65.2%

				22		福岡県		65.9%		22		11,019		3,841		7,178		65.1%

				23		長野県		65.2%		24		5,403		1,898		3,505		64.9%

				24		岩手県		66.1%		21		2,230		785		1,445		64.8%

				25		群馬県		65.6%		23		4,376		1,586		2,790		63.8%

				26		栃木県		61.8%		31		3,548		1,288		2,260		63.7%

				27		山形県		63.6%		27		2,316		842		1,474		63.6%

				28		長崎県		63.0%		28		2,163		800		1,363		63.0%

				29		岡山県		62.5%		29		4,499		1,694		2,805		62.3%

				30		福島県		63.9%		26		4,010		1,538		2,472		61.6%

				31		奈良県		62.5%		30		2,033		808		1,225		60.3%

				32		愛媛県		60.9%		33		2,635		1,081		1,554		59.0%

				33		静岡県		59.1%		34		8,003		3,296		4,707		58.8%

				34		新潟県		61.8%		32		4,829		2,009		2,820		58.4%

				35		福井県		56.1%		37		2,265		1,003		1,262		55.7%

				36		富山県		56.6%		36		2,568		1,177		1,391		54.2%

				37		高知県		56.7%		35		1,400		643		757		54.1%

				38		青森県		56.0%		38		2,474		1,156		1,318		53.3%

				39		石川県		50.4%		40		2,775		1,316		1,459		52.6%

				40		茨城県		51.2%		39		5,053		2,489		2,564		50.7%

				41		鹿児島県		48.1%		42		2,662		1,351		1,311		49.2%

				42		熊本県		48.9%		41		3,050		1,657		1,393		45.7%

				43		徳島県		45.0%		44		1,395		778		617		44.2%

				44		香川県		43.5%		45		2,159		1,241		918		42.5%

				45		宮崎県		46.1%		43		2,319		1,361		958		41.3%

				46		佐賀県		41.5%		47		1,558		941		617		39.6%

				47		和歌山県		42.7%		46		1,806		1,123		683		37.8%

						全国 ゼンコク		62.8%				289,937		98,224		191,713		62.2%















【事業引継ぎ概要】
譲渡者:(有)高和製作所 売上高 70百万円 従業員 7人
譲受者:北日本ボード工業㈱ 売上高 非公表 従業員 非公表

【経緯】
（有）高和製作所は、50年以上の業歴を有する椅子張り企業。同社は国連本部の椅子も手掛け
たほど、高度な技術を持つ秋田の名工。
高橋社長は70歳を過ぎたころから、自身の技能や高度な技能を持つ人材を承継したいと考えていた

が、後継者がおらず、将来に不安を抱えていたことからセンターに相談。
その後、長年取引のあった北日本ボード工業㈱に事業譲渡を打診、同社は、「事業の多角化につな

がる」として引受を決断。センターは社長の意向・悩みを聞きながら、第三者へ事業承継する際の留意
点等を助言し、外部専門家とともに円滑な承継への手続きを進めた。
（有）高和製作所としては、優れた技術と従業員の雇用が維持でき、北日本ボード工業㈱としては、
内製化により新商品の開発の可能性が広がった好事例である。
高橋社長は、匠の技を次世代に伝承していくため、引き続き若手の育成に取り組んでいる。
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事業引継ぎ実現
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出所：中小企業引継ぎ支援全国本部

事業引継ぎ支援センターの概要

累計実績

事業引継ぎ件数 相談者数

中規模企業
約56万社

小規模企業
約325万社

大規模のディール
=年商10億円超企業

（手数料3,000万円超）
大企業
約1万社

中規模のディール
=3億円超の企業

（手数料1,000万円超）

小規模ディール
＝年商3億円以下の企業
(手数料1,000万円未満)

事業引継ぎ支援センターで対応すべき領域

事業引継ぎ支援センターの支援スキーム

小規模Ｍ＆Ａマーケットの現状

相談 相談

従業員を指導する高橋社長
事業引継ぎ支援センターの支援事例

 後継者不在の中小企業・小規模事業者の事業引継ぎを支援するため、マッチング支援を行う「事業引継ぎ支援セン
ター」を全国47都道府県に設置している。

 平成23年の発足以来、年々実績を上げており、相談件数は36,000件を突破し、2,400件以上の事業引継ぎを実現した。
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19



中小企業のM&Aに関する全国大のデータベースの構築
 第三者による事業承継を促進するため、事業引継ぎ支援センターでは相談案件をデータベース化し、各セン

ター間における広域マッチングに取り組んでいる。

 平成31年度からデータベースを抜本拡充し、事業引継ぎ支援センターのみならず、①金融機関、税理士、
M&A仲介業者等の民間事業者や、②事業者情報を持つ政府系機関（政策金融公庫、ジェトロ等）も参
画。海外含め全国大の良質なデータベースを構築する。

 上記拡充の進捗を踏まえ、将来的な民間のプラットフォーマーとの連携も併せて検討する。

20

①金融機関、税理士、M&A仲介業者
②日本政策金融公庫、JETRO 等

事業引継ぎ支援データべース
（現状センターのみ閲覧と入力の両方が可能）

中小機構

案件の閲覧及び入力が可能に

登録件数5,000~10,000件（現在：約2,400件）
（今年度以降の目標）

データベースの拡充について



中小企業庁 財務課 03-3501-5803事業承継補助金（2次公募：7月5日～7月26日）

新しいチャレンジを行う事業者を応援します!!

経営者交代タイプ

＜後継者＞＜先代経営者＞
経営者交代による承継の後に新しい取組を行った方を補助します

対象となる取組
親族内承継
外部人材招聘など

事業承継・M&Aをきっかけに

Ⅰ型

様々な事業承継のタイプに適応１

例）精密プラスチック工場を経営していた先代が、同業他社で役員を務めていた息子に社長の座を承継。
息子は、先代が発展させてきた会社をさらに成長させるため、新製品の開発による新市場開拓を図る。

対象となる取組
合併
会社分割
事業譲渡
株式交換・株式移転
株式譲渡など

A社

B社

A＋B社

M&AタイプⅡ型
事業再編・統合等の後に新しい取組を行った方を補助します

（例：合併の場合）

例）同じ印刷業を営みながらも異なる強みを持つ二社が合併を決断。お互いの強みを活かして本業の効率化を
目指すとともに、新たなサービス提供を開始し、市場の縮小の中で新規顧客獲得を図る。
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中小企業庁 財務課 03-3501-5803

事業所や既存事業の廃止等を伴う場合、補助額を上乗せ！２
新しい取組に加えて事業所や既存事業の廃止等を伴う場合は、補助額の上乗せを行います。

タイプ 補助率 補助上限額 上乗せ額 合計

①経営者交代タイプ
2/3以内 ※1 200万円 +300万円 500万円

1/2以内 150万円 +225万円 375万円

②M&Aタイプ
2/3以内※2 600万円 +600万円 1200万円

1/2以内 450万円 +450万円 900万円
※1 小規模事業者の場合
※2 採択上位の場合

＊詳しい補助対象経費についてはホームページ等をご参照ください。

（4代目店主） （5代目店主）

事業承継 先代の経営資源と補助制度、
自身のアイデアを活かして、
近所でも評判の料理店に
⇒最大200万円補助

店舗の閉鎖・統合の費用を上乗せ
⇒最大300万円補助

・創業160年の複数店舗を持つ鮮魚店
・競合店の増加で業績低迷
・店舗改装費がネックで承継できず

・国の補助金を活用して店舗改装と一
部の店舗の閉鎖と統合を行う。

・魚の仕入ルートを活かし、鮮魚を提供
する創作料理店へ業態変更

補助上限最大

500万円に
(①経営者交代タイプの場合)

廃止

Ａ店

Ｂ店

Ａ店

Ｂ店

統合

後継者による取組

補助率・補助上限は以下のとおりです。３

22事業承継補助金事務局：03-6264-2684

事業承継補助金（2次公募：7月5日～7月26日）



２．防災・減災対策
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（参考）平成30年７月豪雨による被害状況

24

• 前線や台風第７号の影響により、西日本を中心に広い範囲で記録的な大雨となり、１府10県に特別警報が発表される
とともに、各地で河川の氾濫や土砂災害が相次ぎ、１府13県で200名を超える死者・行方不明者が発生するなど甚大
な被害が発生。

• 電気、水道等のライフラインの被害のほか、道路、鉄道等の交通インフラにも甚大な被害が発生。

（出所）平成30年7月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告）（平成30年12月26日公表）から抜粋



中小企業の防災・減災対策の状況(1)

ハザードマップを見たことがある企業の割合
（従業員規模別）

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）
中小企業の災害対応に関する調査（2018年12月）

30.8%
39.5% 39.7% 44.0%

48.8%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

0～20人 21～30人 31～50人 51～100人 101～300人
n=6458 n=1256 n=1495 n=1201 n=514

（１）防災・減災に対する問題意識が十分でなく、防災・減災に関心が低い。

25

14.0%

55.8%

7.3%

20.6%

2.3%

7.3%

52.6%

5.0%

32.8%

2.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0%

リスクの把握に
取り組むつもりはない

いずれ調べて
リスクを把握したい

今すぐ調べて
リスクを把握したい

一定程度把握している

リスクを把握し､
被災時の損害金額まで

想定できている

中小企業
小規模事業者

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）
中小企業の災害対応に関する調査（2018年12月）

(n=4439)

(n=5339)

自然災害に関して抱えるﾘｽｸの把握状況



（参考）平成30年７月豪雨：倉敷市真備市の浸水状況
• 倉敷市真備地区の浸水範囲は、ハザードマップで示されている浸水想定区域と概ね一致。

26
（出所）平成30年7月豪雨を踏まえた水害・土砂災害からの避難のあり方について（報告）（平成30年12月26日公表）から抜粋



中小企業の防災・減災対策の状況(2)
（２）ノウハウがなく、具体的に何から取りかかればよいか分からない。

22.5%

2.2%

1.0%

2.5%

8.0%

7.4%

5.3%

7.4%

7.5%

8.9%

10.9%

12.4%

14.7%

17.3%

17.6%

43.1%

18.8%

3.6%

0.5%

2.1%

2.5%

5.2%

6.6%

6.8%

7.0%

7.4%

13.3%

15.0%

15.6%

19.9%

23.9%

31.8%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0%

特に理由はない

その他

金融機関に評価されない

被災時には､国や自治体からの支援がある

大規模災害に被災したら廃業を考えている

災害には遭わないと考えている

周辺一帯が被災した場合､事業継続に意味を感じない

顧客や取引先からの要求がない

相談相手がいない

売上･収入の増加につながらない

被災した時に対応を考えれば良い

法律や規則での要請がない

取組の重要性や効果が不明

複雑と感じ､取り組むﾊｰﾄﾞﾙが高い

人手不足

何から始めれば良いかわからない

中小企業

小規模事業者（従業員20人以下）

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 中小企業の災害対応に関する調査（2018年12月）

（n=2376）

（n=4169）

（注）アンケート対象者は、自然災害の備えについて、
具体的に取り組んでいない事業者の方が対象。
複数回答可のため、合計は必ずしも100%にならない。
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中小企業の防災・減災対策の状況(3)
（３）防災・減災に対して、実施する優先順位が高くない。

28

経営課題の優先順位

（出所）中小企業強靱化研究会第３回 中部経済連合会提出資料

（注）質問は下記の通り。
「次に掲げる経営課題の中から優先順位の高いもの、上位５つまで選んでください。」



中小企業の防災・減災対策の状況(4)

従業員規模別に見たＢＣＰの策定状況

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株） 中小企業の災害対応に関する調査（2018年12月）

（４）事前の備え（設備投資、事業継続計画（ＢＣＰ）の策定）が不十分。
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2.2%

10.1%

14.2%

19.8%

34.2%

41.5%

48.1%

54.8%

57.1%

51.8%

56.3%

41.8%

31.0%

23.1%

14.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20人以下

21～30人

31～50人

51～100人

101～300人

BCPを策定している BCPは知っているが、策定していない BCPを知らない

自然災害に対し具体的な対策に
取り組んでいる企業の割合

取り組んで

いる
46%

取り組んで

いない
54%

取り組

んでい

る
22%

取り組

んでい

ない
78%

（出所）三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング（株）
中小企業の災害対応に関する調査（2018年12月）

中小企業 （n=4495）

小規模事業者 （n=5339）

(n=515)

(n=1202)

(n=1482)

(n=1242)

(n=5339)



中小企業の防災・減災対策の状況(5)
（5）リスクファイナンス対策が十分に講じられていない。
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８割強の中小企業が、自然災害に対応する
何らかの保険・共済に加入。

・自身が加入している保険・共済について、約２～３割の
中小企業・小規模事業者が補償内容を把握していない。

・保険・共済に加入している事業者のうち、
水災補償に加入している事業者は約７割。

55.8%

31.2%

8.1% 4.8%

36.4%

51.6%

8.8%
3.2%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

損害保険に加入 火災共済に加入 加入なし 加入有無について不明

自然災害に対応する損害保険・火災保険の加入状況

中小企業
小規模事業者

（出所）三菱リサーチ＆コンサルティング（株）「中小企業の災害対応に関する調査」
（注）「損害保険」と「火災共済」の双方に加入している場合は、補償がより中心的な役割を担っている方を回答。

29.6%

27.8%

22.9%

1.3%

18.5%

対応しており､満額を補償

する商品

対応しており､損害の一部

割合を補償する商品

水災は補償しない商品

その他

わからない

17.7%

32.6%
18.7%

0.4%

30.6%

中小企業 （n=3610）

小規模事業者 （n=4573）

（出所）三菱リサーチ＆コンサルティング（株）
「中小企業の災害対応に関する調査」

水災補償への加入状況
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中小企業・小規模事業者 強靱化対策パッケージ
事業継続のための取組に対する公的な認定制度の創設とインセンティブの付与、商工会・商工会議所を始め中小企業・小規模事業者を取り巻く多様な
関係者による働きかけ・支援により、今般変更された国土強靱化基本計画に沿って、中小企業・小規模事業者の災害への備えの抜本的強化を図る。

（４）中小企業を取り巻く関係者に期待される役割

①サプライチェーンにおける親企業 ②地方自治体（都道府県・市町村）

③損害保険会社 ④地域金融機関

（★）・・・法律での規定事項

（１）公的認定制度の創設と認定事業者への支援（★）

 主にサプライチェーンの中小企業や地域の中核的な
中小企業を想定した大臣認定制度を創設

 複数の中小企業が連携し、経営資源の融通（原材料、
人員派遣、代替生産等）等により対策を強化する取組
に対して大臣認定制度を創設

（２）保険加入等のリスクファイナンス対策の促進

法認定の対象とする取組内容として保険加入等のリスクファイナンス対策を明確化
認定要件に保険会社の知見を踏まえた防災・減災に資する事項を盛り込む

認定

経産大臣

申請

中小企業
事業継続力強化計画

連携事業継続力強化計画

【認定事業者への支援措置】
・信用保証枠の追加
・低利融資
・補助金の優先採択
・防災・減災設備への税制優遇 等

中小企業を取り巻く多様な関係者が、それぞれの自主的な判断により、災害対策の
普及啓発や支援を実施することが期待される（法律の基本方針で明確化）

防災経済コンソーシアムの枠組みも活用しつつ、官民一体となって取組を強化

•取引先中小企業へのセミナー等を通じ
た普及啓発

•事前対策の実施支援、下請協力会や
業界単位での取組の支援

商工団体による支援体制の強化

商工会・商工会議所の「事業継続力強化支援計画」の認定制度を創設し、事前
対策の普及啓発や災害発生時の被害状況把握等を実施（★）

自治体、商工会・商工会議所の体制整備について、地方交付税を措置
中小企業団体中央会が、組合を通じた相互連携による事前対策を促進

事後対策の強化
（１）住家被害ではなく、中小企業被害だけでも、中小企業への初動支援を自動的に行えるよう、災害時の初動支援措置（災害復旧貸付等）の発動要件を見直し
（２）地方自治体、商工会・商工会議所と連携した発災時の中小企業被害情報収集のあり方について、中小企業庁が検討・整理の上、関係機関に周知

中小企業・小規模事業者の事前対策強化

• 認定制度活用促進のための普及啓発
や独自のインセンティブ付け

• 普及啓発及びBCP策定支援・補助金・
制度融資等の支援措置

•災害対策の普及啓発を実施
•事前対策に必要な資金の融資
•災害時に備えた事前の資金繰り相談・
コミットメントラインなどの対応

•事前対策の取組状況等を踏まえた、
リスクに応じた保険料の設定

•ハザードマップを活用した災害リスクの啓
発やBCP策定等の対策支援

認定制度を設け、対策を強化するため、中小企業強靱化法案を提出。令和元年５月２９日に法案成立。

＜関係者に期待される役割＞

（３）予算事業を活用した普及啓発や人材育成

 幅広い者の意識啓発や対策促進のため、以下を実施
①身近な商工団体によるリスク認識などの意識啓発の促進
②サプライチェーンによる連携や個社の取組促進のためのモデル事業 等

 特に地方における支援人材不足を解消するため、人材育成を実施

＜H30補正案＞中小企業等強靱化対策事業（15億円）

<H30補正案>自衛的燃料備蓄補助金（58億円の内数）

 社会的重要インフラ機能を担う中小企業等における自家発電設備等の
導入支援を実施



事業継続力強化計画認定制度の概要
• 中小企業が行う防災・減災の事前対策に関する計画を経済産業大臣が認定。
• 認定を受けた中小企業は、税制優遇や補助金の加点などの支援策を活用可能。

【計画認定のスキーム】

中小企業・小規模事業者

①計画を
策定し
申請

経済産業大臣
（地方経済産業局）

●防災・減災に取り組む中小企業・小規模事業者の皆様。
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事業継続力強化計画の記載項目

認定対象事業者

②認定

連携して計画を実施する場合：
大企業や経済団体等の連携者

●事業継続力強化に取り組む目的の明確化。
●ハザードマップ等を活用した、自社拠点の自然災害リスク認識と被害想定策定。
●発災時の初動対応手順（安否確認、被害の確認・発信手順等）策定。
●ヒト、モノ、カネ、情報を災害から守るための具体的な対策。

※自社にとって必要で、取り組みを始めることができる項目について記載。
●計画の推進体制（経営層のコミットメント）。
●訓練実施、計画の見直し等、取組の実効性を確保する取組。
●(連携をして取り組む場合)連携の体制と取組、取組に向けた関係社の合意。

認定を受けた企業に対する支援策

●中小企業庁ＨＰでの認定を受けた企業の公表
●認定企業にご活用いただけるロゴマーク
（会社案内や名刺で認定のＰＲが可能）

●低利融資、信用保証枠の拡大等の金融支援
●防災・減災設備に対する税制措置
●補助金（ものづくり補助金、持続化補助金）の優先採択
●連携をいただける企業や地方自治体等からの支援措置
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（参考）中小企業防災・減災投資促進税制（平成31年度税制改正大綱）

• 「中小企業・小規模事業者強靱化パッケージ」の一環として、防災・減災関連の設備
投資を加速化するため、中小企業防災・減災投資促進税制を創設。

【想定される投資事例】
• 豪雨時の浸水等に備え、止水板、排水ポンプなどの設備を準備
• 災害時もサーバが最低限稼働できるよう、制震ラック、非常用発電機を導入

【税制の概要】
○対象者：経産大臣による防災・減災対策に関する計画の認定を受けた者

（中小企業等による、法律に基づく防災・減災に対する計画認定を想定。）

○支援措置：特別償却20%

○対象設備：
－機械装置（100万円以上）：自家発電機、排水ポンプ 等
－器具備品（30万円以上） ：制震・免震ラック、衛星電話 等
－建物附属設備（60万円以上）：止水板、防火シャッター、排煙設備 等
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平成30年度2次補正予算による普及啓発及び人材育成等
• 平成30年度2次補正予算を活用して、防災・減災対策に係る①普及啓発、②事前対
策に係る計画策定の支援、③指導人材の育成を図るため、以下の事業を実施予定。

• 自家発電設備の導入支援も併せて実施予定。

普及啓発
①普及広報活動
商工団体や損害保険会社等と連携し

て、全国各地でセミナー・相談会等を開
催。
⇒全国9か所程度(約2～3千人)

②商工団体による小規模事業者
支援
経営指導員が、ハザードマップ等を活

用して、災害リスクの認識や、損害保険
加入の必要性等を事業者に説明。
⇒延2万者程度

計画策定支援

④計画の策定支援
サプライチェーンや地域の中核となる中

小企業が単独又は連携して取り組む
事前対策に係る計画策定をハンズオン
支援。優良事例をとりまとめ、横展開を
図る。
⇒検討中

③計画策定に向けた研修会開催
全国の中小企業・小規模事業者を

対象に、事前対策に係る計画策定に
向けた研修会を開催。
⇒検討中

指導人材の育成
⑤地域の支援人材への研修
商工会・商工会議所の経営指導員

等向けの研修会を開催。
⇒47都道府県で実施

自家発電設備の導入支援
社会的重要インフラ機能を担う中小企業等における自家発電設備等の導入を支援。

（１）中小企業等強靱化対策事業【予算(30年度2次補正)15億円】

（２）中小企業自家発電設備導入補助金【予算(30年度2次補正)58億円の内数】

⑥専門家の育成
事前対策の計画策定の指導ができる

専門家（中小企業診断士等）を育
成するための研修会を開催。
⇒200名程度



3．その他の重点分野
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生産性向上支援

ものづくり・商業・サービス補助金

新商品・サービス開発等の設備投資を支援
原則（H30補正／H31当初（50億円））※

補助率1/2 補助上限1,000万円
※ 下記の場合には補助率を2/3とするなどの例外あり。

＜H30補正＞
①先端設備等導入計画、②経営革新計画、③小規模事業者

＜H31当初＞
①企業間データ活用、②地域経済牽引事業計画

持続化補助金

小規模事業者が販路開拓に取り組む費用を支援
①通常型（H30補正）

補助率2/3 補助上限50万円
②自治体連携型（H31当初（10億円））

補助率自治体負担の1/2

IT導入補助金
業務効率化や売上向上に資するITツール導入を支援

補助率1/2 補助上限450万円

 目玉は「中小企業生産性革命推進事業」（平成30年度第2次補正予算額 1,100億円 ）。
 設備投資・販路開拓・IT導入を一体的に支援することで生産性向上を支援。
 また、「ものづくり補助金」・「持続化補助金」の当初予算化を実現。
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【これまでの主な成果】
H24補正以降の4年間で

4,400億円（のべ4.6万者）を支援

事業終了後4年で、中小企業全体平均の

⇒1.6倍の売上増加率

【これまでの主な成果】
96％の事業者が売上増加



ものづくり・商業・サービス補助金

新製品開発のための製造機械の購入や効率的な最新の加工機等の購入やシステム
構築費用などを支援し、中小企業の生産性向上を図ります。
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予算案総額：850億円
平成30年度2次補正800億円、平成31年度当初50億円(新規)

１．対象事業者

中小企業・小規模事業者等※

（3～5年で、「付加価値額」年率3%及び「経常利益」年率1%の向上を達成できる計画が必要です。）
※ 一定の要件を満たすNPO法人も申請対象

２．スケジュール

【問い合わせ先】
①H30年度2次補正 鳥取県地域事務局 TEL:0857-30-2503 島根県地域事務局 TEL:0852-21-4809

岡山県地域事務局 TEL:086-224-2245 広島県地域事務局 TEL:082-222-8338
山口県地域事務局 TEL:083-902-2580

②H31年度当初 （ブロック地域事務局）広島県中小企業団体中央会 ℡082-228-0926

①平成３０年度補正ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金（個別事業者が対象）
・1次公募：平成31年2月18日（月）～5月8日（水）（当日消印有効）
採択発表：6月中予定

・2次公募：時期等未定

6月24日
公募〆切

5月8日
公募〆切

②平成３１年度ものづくり・商業・サービス高度連携促進補助金（複数事業者の連携体が対象）
・公 募：平成31年4月23日（火）～6月24日（月）（当日消印有効）
採択発表：8月予定

tel:0857-30-2503
tel:0852-21-4809
tel:086-224-2245
tel:082-222-8338
tel:083-902-2580
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３．補助額、補助率

予算 事業類型 上限額※1 補助率

①H30年度
2次補正
（個者）

一般型 1000万円 １／２※2

小規模型 500万円 小規模事業者 ２／３
その他事業者 １／２※2

②H31年度
当初

（複数者）

企業間データ活用型 2000万円/者※3 1／2※2

地域経済牽引型※4 1000万円/者※3 1／2※5

※1 専門家を活用する場合 補助上限額30万円アップ

※2 生産性向上特別措置法に基づく先端設備等導入計画の認定、又は中小企業等経営強化法に基づく
経営革新計画の承認を取得して一定の要件を満たす者は、補助率2/3

※3 連携体は10者まで（企業間データ活用型の場合は、200万円×連携体参加数を上限額に連携体内
で配分可能）

※4 地域未来投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画（複数事業者での計画）の承認が必須

※5 承認を受けた地域経済牽引事業計画が一定の要件を満たす連携体は、補助率2/3

事業期間
２０１９年

１２月２７日（金）まで

２０１９年
１１月２９日（金）まで

２０２０年
１月３１日（金）まで



【参考】ものづくり補助⾦（企業間データ活⽤型）で想定される取組例

 ものづくり中⼩企業が連携し、顧客の引き合い情報・作業進捗・設
計情報（CAD/CAMデータ）を共有し、顧客に対して迅速に⾒積り・
納期を通知するシステムを構築。

 突発的なトラブルへの対応や作業進捗の「⾒える化」、設計時間の
短 縮が可能となることで、顧客の引き合い増加及びコスト圧縮。

⽣産効率化

共同開発

 クリーニングの24時間365⽇の（店舗併設の）受付ボックスの設
置・⾃動引取システムの構築を全国10社のクリーニング店が共同で
実施。

 顧客の待ち時間が短縮され、24時間利⽤が可能となる。また、顧
客 データをクリーニング店間で共有・分析し、無⼈化へのシフト・災
害時協
⼒・引っ越し時の顧客維持・営業⼒強化等に繋げる。

 漁業経営者と冷凍⾷品製造業者が連携することで、伊吹島の「幻の
漁師⾷材」となっていた「釜揚げいりこ（⽔揚げ直後に釜茹でされた

いりこ）」を冷凍流通網に乗せて管理するトレーサビリティシステムを
構築。

 地元特産品の「いりこ」の付加価値を⾼めるとともに、HACCP（⾷品衛
⽣管理基準）に対応することで、⼤⼿外⾷チェーンや海外への販路開
拓を企画。

トレーサビリティ

 自動車部品製造に関連する複数の協力企業が、中小企業共通ＥＤ
Ｉシステムを導入し、今までＦＡＸや電話で行っていた受発注業務を
電子化。

 全銀EDIシステムとの接続も可能となり、消込などの決済業務を自動化。
「納品単位での請求・支払」を実現し、サプライチェーン全体の資金繰り
改善に寄与。

商流・金融EDI連携

買掛金の
消込が効率化
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【参考】 ものづくり補助⾦（地域経済牽引型）で想定される取組例
技術の応用による新分野進出

 精密機器製造技術を持つ企業A~C社グループが作成した計画「航
空機産業の参入に向けた一貫受注体制構築」は、地域未来投資促
進法に基づく地域経済牽引事業計画として都道府県等に承認された。

 A~C社グループは、上記各社の精密部品製造力を連携させることで
国産医療機器開発による新分野進出の可能性があることがわかった。
そこで、A~C社グループで高付加価値の医療機器開発への挑戦の
計画を策定し、ものづくり補助金に応募申請。

地域経済牽引事業計画
テーマ「航空機産業の参入に向けた一貫受注体制構築」

都道府県等による
計画承認

製品の一貫生産

大企業

牽引

甲社：原材料

乙社：原材料 丙社：原材料

当該地域のその他事業

地域経済牽引事業者グループ

★ もの補助で設備投資を行う企業

★A社
組み立て・検査

★C社
部品加工

★B社
表面処理・塗装

医療機器
開発に挑戦‼

新商品開発と製造促進

地域経済牽引事業計画
テーマ「新観光コースの創設」

地域経済牽引事業者グループ

★ もの補助で設備投資を行う企業

A社（観光業）
新たな観光ルート企画

★C社（ワイナリー）
ワイン製造

★B社（食品加工業）
新商品開発

プロモーションによる
観光需要の獲得

都道府県等による
計画承認

牽引

当該地域の観光業

当該地域の宿泊業 当該地域の飲食業

当該地域その他事業

 A社(観光業)B社(食品加工業)C社(ワイナリー)グループが作成した
計画「地域の特産品を売りとした新しい観光コース創設」は、地域未来
投資促進法に基づく地域経済牽引事業計画として都道府県等に承
認された。

 B社とC社は、地域の特性を生かした新商品開発を考えていた。そこで、
２社連携で新たな地元特産品を活用した商品開発と製造推進を図
る計画をし、B社が「特殊食品加工機」、C社が「ぶどう自動搾り器」を
補助対象としてものづくり補助金に応募申請。

新商品
開発に挑戦‼

インバウンド
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IT導入補助金のこれまでの実績

• IT導入補助金については、補助額・補助率の条件を変更しつつ、今回3年目を迎える。

• 人口規模に応じた採択実績となっており、幅広い業種で利用されている。

補助額 補助率 採択件数
平成28年度補正 20万円～100万円 ２/３ 14,301件
平成29年度補正 15万円～ 50万円 １/２ 62,901件

＜これまでの補助額・補助率・採択件数＞

＜平成29年度補正の採択実績＞ ＜平成29年度の業種別の採択件数＞
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中小企業生産性革命推進事業におけるIT導入補助金の位置づけ
 平成30年度補正予算「中小企業生産性革命推進事業（1100億円）」として、もの

づくり補助金、持続化補助金と連携し、中小事業者のIT化を一体的に推進。

 IT導入補助金については、平成30年度補正では、多機能・多様なITツールに対
応で きるよう補助額を増額し、持続化補助金と重複を整理。より業務プロセスやバ
ックオフィス 業務を中心としたIT化を促進。

小規模事業者持続化補助金
 販路開拓・新規顧客の獲得による生産性向上

 補助額･･･～50万円※共同申請可（補助上限×事業者数） 補助率2/3
 HP作成、決済・会計ツール、外国人対応ツール（翻訳ツール）など

※申請を検討される方は、お近くの商工会議所・商工会にご相談・お問い合わせください。

ものづくり補助金
 革新的サービス開発・試作品開発・生産性プロセスの改善を行うた

めに、開発を伴うITツールの導入に活用できます。
 補助額︓100万円～1,000万円 補助率 最大 2/3
 新製品開発のための製造機器購入やシステム構築費

IT導入補助金（１００億円）
 日々のルーティン業務を効率化させるITツールや情報を一元管理するクラウド

システム等、汎用的なITツールの導入に活用できます。
 補助額︓40万～450万円 補助率 1/2
 業務フローの自動化・IT化として、RPA、受発注などのバックオフィスツールをより

一体的に活用

※IT化への取り組み状況へのイメージです。
応募に際しての要件とは異なります。

※小規模事業者
従業員20人以下、商業・サービス業は5人以下
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IT導入補助金（サービス等生産性向上IT導入支援事業）

部屋割り表を１画面で簡単に操作。

・中小企業・小規模事業者等の生産性向上を実現するため、バックオフィス業務の効率化や新たな顧客獲得等の付加価値向上
（売上向上）に資するITツール導入支援を行います。
（第一次公募）令和元年５月２７日～６月１２日（一部６月日）
（第二次公募）令和元年７月中旬 開始予定 43



 事務局は、ITベンダーをとりまとめるIT導入支援事業者を募集。IT導入支援事業者は、構成員とな
るITベンダーとともに、提供するITツール、アプリ等を連携させ、事務局に登録。

 IT導入支援事業者は、中小サービス事業者等の「事業パートナー」として、交付申請や実績報告
を支援。事務局は、中小サービス等事業者に対して、直接、交付決定や補助金を交付。

IT導入支援事業者
（ITベンダーとりまとめ）

中小サービス等
事業者

・アプリ等の導入相談
・申請支援の依頼 ・ITツール、アプリ等の情報提供、導入

・提供後のフォローアップ（利用方法のアドバイス、相談対応等）
・2022または2024年度までの事業者情報の収集

・補助金交付決定等
・補助金の交付

・提供するITツール、アプリ等の登録
・利用実績や導入効果等の報告

・連携するITベンダーを募集
・提供するアプリ等の連携、とりまとめ

※IT導入支援事業者のみで提供できる場合は、単体でも可。

ITベンダ
ー

ITベンダ
ー

ITベンダ
ー

パッケージ化

＜イメージ＞

執行のスキーム（H30補正）

補助金
事務局

（（一社）サービスデザイン推進協議会
https://www.it-hojo.jp/）

補助金HP
IT導入支援事業者の
実績、ツールの効果等
を公表
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ITツールの区分と申請条件について

 ITツールを３つの区分に整理。この区分のうち「ソフトウェア」のプロセスは必須、

「オプション」・「役務」の機能は任意で組み合わせ、交付申請を行う。

 今年度は申請補助金額によって、Ａ類型とＢ類型に区分。
・A類型（40万～150万未満）はソフトウェア（①～⑩）から２プロセス以上。
・B類型（150万～450万）はソフトウェア（①～⑩）から５プロセス以上。

 ハードウェアの購入のみや、単なるホームページの制作費は、本補助金の対象外
。
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IT導入補助金2019のスケジュール・補助額・補助率
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 今年度は、補助上限額によって２類型を設定。2次公募については、A類型、Ｂ類型と
も公募期間は同一。（1次公募は、補助額がより高額なＢ類型については、 公募期間をＡ類型よりも長く設定）

公募期間
（２次公募）

A類型
B類型 とも

７月１７日（水）～８月２３日（金）17:00まで

採択（交付決定）
予定日

A類型
B類型 とも

９月６日（金）

補助上限額・
下限額

A類型 上限額︓150万円未満
下限額︓40万円

B類型
上限額︓450万円
下限額︓150万円以上

補助対象経費区分 ソフトウェア費、導入関連費
補助率 １/２以内



事業者名：有限会社ホテルヤッサ（広島県三原市）

全ての販売情報を一覧で確認。

部屋割り表を１画面で簡単に
操作。

事業内容
・手書きで行っていた予約受付・管理業務にITツールを導入。Web予約とも連動した
予約内容のシステム管理と一日の売上げ情報集計の自動化を実現。
導入による効果
・９０時間／月の予約受付・管理業務を削減。
・サービス向上によって、宿泊者からの評価が上昇。
活用者の声（取締役社長 亀井志津子）
・IT導入により削減できた時間を社内サービスマニュアル作成やホテル周辺の飲食店
MAPの作成等サービスカイゼンに充てました。その結果、宿泊情報サイトにおける利
用者評価が上昇しました。

事業者名：有限会社まるみ麹本店（岡山県総社市）

事業内容
・クラウド型の販売管理システムを導入。ネット販売・電子メール・電話等での販売
管理データのクラウド一元管理と注文受付時の製造指示書の自動作成を実現。
導入による効果
・販売管理データのクラウド管理により、平成30年7月豪雨被災時の早期復旧を実現。
・製造指示書の自動作成により、生産性の向上を実現。
活用者の声（代表取締役 山辺啓三）
・平成30年7月豪雨時の河川氾濫による浸水で、社内サーバーも故障しましたが、ク
ラウド管理により、顧客データを早期に復旧させることができ、被災からわずか１０
日後に営業を再開させることができました。
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消費税率引上げ・軽減税率対策

１．「レジ・システム補助金（軽減税率対策補助金）」による支援
 H28.4以降、軽減税率制度への対応が必要となる中小企業・小規模事業者等が、複数税率対応レジの導入や

受発注システムの改修等を行うことを支援（「レジ・システム補助金（軽減税率対策補助金）」による支援）

 今般、H30年度補正予算により、予算を大幅に積増し
➡約561億円を積み増し、基金総額1,000億円超 (1,094億円)を確保

 レジ導入等に関する全国の中小企業・小規模事業者の声を踏まえ、制度を大幅拡充
ⅰ）補助対象を拡大（請求書管理システム等（※）を補助の対象に追加）

（※）新たな補助対象：①請求書管理システムの開発・導入、②商品マスタの更新、③券売機の導入
ⅱ）補助率を引上げ（2/3 ➡ 3/4）
ⅲ）補助対象事業者を拡大（小売事業者に加えて旅館・ホテル等の対象を拡大）

（注）i)については、２月６日から、ii)及びiii)については、１月１日から実施

２．中小・小規模事業者への周知広報と相談対応
 全国の商工会・商工会議所等の中小企業団体と連携しつつ、パンフレット、メディアを通じた広報や講習会・
フォーラム開催による周知広報、相談窓口の設置・専門家派遣による個別支援等により、軽減税率制度に
対する事業者の認知・理解を深める支援をきめ細かく実施

 今般、H30年補正予算で支援を充実強化（19.4億円→約50億円）

 軽減税率の実施に向けて中小企業向けの支援を抜本的に強化
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消費税軽減税率対策費補助金の申請状況
 軽減税率対策補助金への関心が高まっている

１．申請件数の動向

軽減税率対策補助金は、
平成３１年４月末時点で、
約１０万件の申請を受け付
けたところ。

今後、軽減税率制度が実施
される令和元年１０月に向
け、さらに対応を加速させる
ことを目指す。

２．問い合わせ窓口への相談

補助金事務局では、問い合
わせ窓口を設けて事業者か
らの相談にお答えしている。

昨年まで、おおむね毎月約
３～４千件の電話相談が
あったところ。

本年に入って急激に増加し、
１月は約７千件、２月は約
８千件、３月・４月は１万
件と関心が高まっている。

（※件数は全て全国の数値。） 49



レジ・システム補助金のリーフレット （参考）
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軽減税率対応の必要性を確認するリーフレット （参考）
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条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業の内容

キャッシュレス・消費者還元事業
平成31年度予算額 ２，７９８億円（新規）

商務・サービスグループ
消費・流通政策課
キャッシュレス推進室
03-3501-1708

事業目的・概要
平成31年10月1日の消費税率引上げに伴い、需要平準化対策と

して、キャッシュレス対応による生産性向上や消費者の利便性向上の
観点も含め、消費税率引上げ後の一定期間に限り、中小・小規模
事業者によるキャッシュレス手段を使ったポイント還元・割引を支援し
ます。

本支援を実施することで中小・小規模事業者における消費喚起を後
押しするとともに、事業者・消費者双方におけるキャッシュレス化を推
進します。

平成31年10月1日の消費税率引上げ後９か月間について、消費者が
キャッシュレス決済手段を用いて中小・小規模の小売店・サービス業者・
飲食店等で支払いを行った場合、個別店舗については５％、フランチャイ
ズチェーン加盟店等については２％を消費者に還元します。

 なお、決済事業者は、当該中小・小規模事業者に課す加盟店手数料を
3.25％以下にしておく必要があります。

補助にあたっては、決済事業者が中小・小規模事業者に提供するキャッ
シュレス決済のプランを提示し、その中から、中小・小規模事業者が自らに
望ましいプランを選択します。

国 民間団体等

補助
中小・小規模
事業者

消費者

キャッシュレス
支払

割引

補助

（１）消費者への還元

（１）の枠組みに沿って中小・小規模事業者がキャッシュレス決済を導
入する際に、必要な端末等導入費用の１／３を決済事業者が負担す
ることを前提に、残りの２／３を国が補助します。

（２）決済端末等の導入補助

国 民間団体等
補助 中小・小規模

事業者
決済事
業者等

補助

1/3

手数料の
1/3

引下げ

（１）

（２）

事業イメージ

決済事
業者等

成果目標
本事業の効果も含めて、2025年までに民間最終消費支出に占める

キャッシュレス決済比率40％を実現します。

（１）の枠組みに沿って中小・小規模事業者がキャッシュレス決済を行う
際に決済事業者に支払う加盟店手数料（3.25%以下）の１／３を、
期間中補助します。

（３）決済手数料の補助

 キャッシュレス決済は、中小・小規模事業者にとって、レジ締めの手間やコ
ストが省けるなど生産性を高めることができ、消費者にとっても、ＡＴＭか
ら現金を引き出す手間が省けるなどのメリットがあります。

 こうしたキャッシュレス化のメリットや本事業の内容を分かりやすく周知・普
及します。

（４）キャッシュレス決済の周知・普及

ポイント
付与

国 民間団体等
補助 中小・小規模

事業者
決済事
業者等

補助

2/3

端末導入費
10/10支援

（３）

①社会通念上不適切と考えられる者、②換金性の高い取引、③別途の需要平準化対策が講じられる取引、
④一部の消費税非課税取引がその取引の太宗を占めると考えられる者などを除き、幅広く中小・小規模事
業者を対象とします。
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キャッシュレス・消費者還元事業の制度詳細

消費者還元の仕組み

 実施期間 ：２０１９年１０月より９か月間（２０２０年６月まで）
 条件 ：補助期間中、本制度を利用する中小・小規模事業者に対し、３．２５％以下の手数料率
 支援内容 ：
 中小・小規模事業者向け支援 ⇒ ①消費者還元率５％
 中小・小規模事業者向け支援 ⇒ ②端末費用２／３（１／３は決済事業者が負担）
 中小・小規模事業者向け支援 ⇒ ③手数料補助１／３
 フランチャイズ等向け支援 ⇒ 消費者還元率２％

 対象加盟店 ：一部の例外業種を除き、原則全ての業種が対象
 対象決済手段 ：クレジットカードのみならず、電子マネーやＱＲコード決済も対象

キャッシュレス決済の例

※ポイント機能のある交通系
ICカードも対象

等

スマホで利用可能
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